
庁      議  

              日時：８月３日（水）ＡＭ８：３０ ＜庁議室＞ 

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

【市長挨拶】 

 

 

 

 

 

【協議事項】 

１ 財産の取得について 企画部長 

２ 太田市職員の定年等に関する条例の一部改正について 企画部長 

３ 太田市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正について     企画部長 

４ 太田市職員の降給に関する条例の一部改正について 企画部長 

５ 太田市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 企画部長 

６ 太田市職員の再任用に関する条例の廃止について 企画部長 

７ 太田市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正について 企画部長 

８ 太田市職員の退職手当に関する条例の一部改正について 企画部長 

９ 太田市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正   企画部長 

について  

10 太田市議会議員及び太田市長の選挙における選挙運動用自動車の使用   総務部長 

等の公営に関する条例の一部改正について  

11 太田市議会議員及び太田市長の選挙における選挙公報の発行に関する   総務部長 

条例の一部改正について  

12 損害賠償の額の決定及び和解についての専決処分について 市民生活部長 

13 太田市体育施設条例の一部改正について 文化スポーツ部長 

14 財産の取得について 文化スポーツ部長 

15 太田市清掃センター解体撤去工事請負契約締結について 産業環境部長 

16 太田市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改   都市政策部長 

正について  

17 太田市長期優良住宅の普及の促進に関する法律関係手数料条例の一部   都市政策部長 

改正について  

18 損害賠償の額の決定及び和解についての専決処分について 都市政策部長 

19 太田市特定公共賃貸住宅条例の一部改正について 都市政策部長 

20 太田市社会教育総合センター空調設備改修工事請負契約締結について   教育部長 

21 令和３年度決算に基づく財政の健全化判断比率等の公表について     総務部長 

 

 

 

 



 

【連絡事項】 

１ 令和４年度「市民満足度アンケート」の結果について 企画部長 

２ 令和３年度における太田市情報公開条例及び太田市個人情報保護条例   総務部長 

の運用状況の報告について  

３ 令和４年度太田市一般会計補正予算（第４号）についての専決処分に   総務部長 

ついて  

４ （取り下げ） 

５ 一般競争入札又は利活用提案型による市有地売払いの報告について    総務部長 

６ 令和３年度施工 太田市請負優良工事等表彰の決定について 総務部長 

７ ２０２２太田スポーツ・レクリエーション祭開催について 文化スポーツ部長 

８ （取り下げ）  

９ 太田市戦没者等追悼式について 福祉こども部長 

10 令和４年度 敬老コンサートについて 福祉こども部長 

11 一般財団法人太田市健診センター令和3年度決算状況について 健康医療部長 

12 プレミアム付きデジタル金券発行事業について 産業環境部長 

13 キャッシュレス決済機器等導入助成金事業について 産業環境部長 

14 原油価格・物価高騰経営対策支援金について 産業環境部長 

15 令和３年度事業対象太田市教育委員会の点検・評価報告書について    教育部長 

16 中学校学齢生徒の学校給食費無料化事業等について 教育部長 

 

 

【その他】 

 

 

 

 

 
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

◆ 次回庁議予定 ◆８月１７日（水）ＡＭ８：３０～  ＜庁議室＞案件名報告：８月 ４日 (木)PM5:00 
資 料 提 出：８月１０日 (水)PM5:00 



８月３日 庁議提出案件              資料No.１  
●内 容 【  1.協議事項  】 

○公 開 【 1.可       】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議後  】 

                        企画部長  氏名 高橋 亮   内線 ２２００  
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】  

財産の取得について 

 

【 目 的 】 

（仮称）太田西複合拠点公共施設建設事業用地を取得するものです。 

 

【 概 要 】 

１ 土地の所在等  太田市新田金井町６番１ほか１０筆 

２ 地目及び面積  宅地 １２，９５８．９０㎡ 

３ 取得の目的   （仮称）太田西複合拠点公共施設建設事業用地 

４ 取得予定価格  ３３０，２８０，０５６円 

５ 取得の方法   随意契約 

６ 契約の相手方  太田市大原町４５９番地１ 

           太田市土地開発公社 理事長 長島 榮一 

７ その他     令和４年９月定例会において議案として提出予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 備 考 】 
 

＊問い合わせ先 企画部 企画政策課 企画政策係 ４７－１８９２（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ）内線２２９２ 

 



  ８月 ３日 庁議提出案件           資料No.２   
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

                 企画部長 氏名 高橋 亮   内線（TEL）２２００  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

太田市職員の定年等に関する条例の一部改正について 

 

【 目 的 】 

国家公務員の定年引上げに伴い、令和５年度から、地方公務員の定年も６０歳から６５歳

まで２年に１歳ずつ段階的に引き上げられることを踏まえ、太田市職員の定年等に関する条

例についても、所要の改正を行うものです。 

 

【 概 要 】 

１ 改正内容 

（１）定年の段階的引き上げ 

現行、６０歳の定年を２年に１歳ずつ段階的に引き上げる。 

・令和５年４月～令和７年３月 ６１歳 

・令和７年４月～令和９年３月 ６２歳 

・令和９年４月～令和１１年３月 ６３歳 

・令和１１年４月～令和１３年３月 ６４歳 

・令和１３年４月～        ６５歳 

（２）管理監督職勤務上限年齢制（役職定年制）の導入 

６０歳に到達してから最初の３月３１日を最後に管理監督職（管理職手当が支給される

役職）から他の職（管理監督職以外の職）に降任をする。ただし、特別なプロジェクトを

担当していたり、特殊な技能が必要な職務である場合は、管理監督職に引き続き留任させ

ることができる。 

（３）定年前再任用短時間勤務制の導入 

６０歳以後に退職した職員を、本人の希望で短時間勤務の職で再任用することができる

定年前再任用短時間勤務を設定する。期間は定年退職日までとする。 

（４）暫定再任用制度の設定 

定年引上げにより、現行の再任用制度が廃止されるが、定年の段階的な引上げ期間にお

いては、年金受給開始年齢までの継続的な勤務を可能とするため、現行と同様の暫定的な

再任用制度を設けることとする。 

（５）情報提供・意思確認制度の導入 

  職員が６０歳（現行定年）に達する年度の前年度に、今回の改正に伴う６０歳以後の任

用、給与、退職手当に関する情報を提供することとする。 

 

 



２ 施行日  令和５年４月１日（ただし、（５）に伴う改正については公布の日とする日） 

 

３ その他  令和４年９月定例会に議案提出予定です。 

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先  企画部 人事課 人事係 内線 ２２３２ ４７－１８１０ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



  ８月 ３日 庁議提出案件           資料No.３   
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

                 企画部長 氏名 高橋 亮   内線（TEL）２２００  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

太田市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正について 

 

【 目 的 】 

太田市職員の定年引上げに伴い、令和５年度から、定年前再任用短時間勤務制度が導入さ

れることを踏まえ、太田市職員の勤務時間、休暇等に関する条例についても、所要の改正を

行うものです。 

 

【 概 要 】 

１ 改正内容 

（１）地方公務員法の引用条文を改める。 

地方公務員法第２８条の５第１項を第２２条の４第１項に改める。 

 

（２）再任用短時間勤務職員を定年前再任用短時間勤務職員に改める。 

 

（３）暫定再任用職員を定年前再任用短時間勤務職員として読み替える規定を設定する。 

現行の再任用職員は、暫定再任用職員として規定されるため、暫定再任用職員の勤

務時間等についても、定年前再任用短時間勤務職員とみなす規定を附則に追加する。 

 

２ 施行日  令和５年４月１日 

 

３ その他  令和４年９月定例会に議案提出予定です。 

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先  企画部 人事課 人事係 内線 ２２３２ ４７－１８１０ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



  ８月 ３日 庁議提出案件           資料No.４   
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

                 企画部長 氏名 高橋 亮   内線（TEL）２２００  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

太田市職員の降給に関する条例の一部改正について 

 

【 目 的 】 

太田市職員の定年引上げに伴い、令和５年度から、管理監督職勤務上限年齢制（いわゆる

役職定年制）が導入されることを踏まえ、太田市職員の降給に関する条例についても、所要

の改正を行うものです。 

 

【 概 要 】 

 １ 改正内容 

６０歳到達後、４月１日までの間に管理監督職（管理職手当の支給を受ける職）から降任

することとなり、下位の給料表に降給するため、そのことを規定する条文を追加します。 

 

２ 施行日  令和５年４月１日 

 

３ その他  令和４年９月定例会に議案提出予定です。 

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先  企画部 人事課 人事係 内線 ２２３２ ４７－１８１０ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



  ８月 ３日 庁議提出案件           資料No.５    
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

                 企画部長 氏名 高橋 亮   内線（TEL）２２００  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

太田市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

【 目 的 】 

地方公務員の育児休業等に関する法律等の一部改正及び定年引上げ制度の導入に伴い、所

要の改正を行うものです。 

【 概 要 】 

１ 改正内容 

（１）非常勤職員の育児休業取得要件の緩和 

子の出生の日から５７日間以内の育児休業の取得要件について、その末日から６月を

経過する日（現行：子の１歳６か月到達日）までに、任期が満了すること及び引き続い

て採用されないことが明らかでない非常勤職員とします。 

また、非常勤職員の育児休業の対象期間の上限を子が１歳６か月又は２歳到達日とす

る要件について、夫婦交替での取得や、特別の事情がある場合の柔軟な取得を可能とす

るための規定を整備します。 

（２）育児休業等計画書の廃止 

現行では育児休業の取得回数は原則１回で、育児休業計画書を提出すると再度の取得

が可能となりますが、育児休業法の改正により原則２回まで育児休業が取得可能となる

ことから、育児休業計画書を廃止します。 

（３）任期を定めて採用された職員の取り扱い 

任期を定めて採用された職員について、更新前の任期の末日の翌日又は引き続いての

採用の日を育児休業の期間の初日として再度の育児休業を取得できることとします。 

（４）定年引上げ制度の導入に伴う改正 

定年年齢が６５歳となることに伴い、管理監督職は原則として６０歳で非管理職に異

動となりますが、職務の遂行上の特別の事情等がある場合は、引き続き管理監督職とし

て勤務できることとなります。このような場合、育児休業を取得できないこととします。 

また、制度導入に伴う引用条文、用語の変更を行います。 

２ 施行日  令和４年１０月１日（ただし、定年引上げ制度の導入に係る改正については

令和５年４月１日） 

３ その他  令和４年９月定例会に議案提出予定です。 

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先  企画部 人事課 人事係 内線 ２２３２ ４７－１８１０ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



  ８月 ３日 庁議提出案件           資料No.６   
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

                 企画部長 氏名 高橋 亮   内線（TEL）２２００  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

太田市職員の再任用に関する条例の廃止について 

 

【 目 的 】 

太田市職員の定年引上げに伴い、太田市職員の定年等に関する条例の中で再任用職員のこ

とを規定するため、太田市職員の再任用に関する条例は廃止するものです。 

 

【 概 要 】 

 １ 改正内容 

現行の再任用制度を廃止し、６０歳到達後から定年年齢前までの定年前再任用短時間勤務

職員及び定年後から年金支給が開始される６５歳までの暫定再任用職員の二種類をあらた

に規定します。 

 

２ 施行日  令和５年４月１日 

 

３ その他  令和４年９月定例会に議案提出予定です。 

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先  企画部 人事課 人事係 内線 ２２３２ ４７－１８１０ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



 ８月 ３日 庁議提出案件           資料No.７   
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

               企画部長 氏名 高橋 亮  内線２２００   
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

【 表 題 】 

  太田市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正について 

 

【 目 的 】 

定年引上げに伴い、国家公務員の給与に関する措置が講じられることを踏まえ、地方公

務員においても同様の対応をすることを求められていることから、一般職の職員の給与に

関する条例を改正するものです。 

 

【 概 要 】 

１ 改正内容 

（１）定年引上げに伴う給料月額の７割措置 

 当分の間、職員の給料月額は、職員が６０歳に達した日後の最初の４月１日（特定日）

以後、７割水準となります。なお、管理監督職の職員（管理職手当を受給している職員）

が管理監督職勤務上限年齢（６０歳）に達したことにより降任した場合は、管理監督職勤

務上限年齢調整額により降任前に受けていた給料月額の７割水準となります。 

 

例１）係長代理職で６０歳に達した場合の給料月額 

  ４級９３号 ３８１，０００円×７０％＝２６６，７００円 

 

例２）部長職で６０歳に達した場合の給料月額 

  ８級１８号 ４４３，４００円×７０％＝３１０，４００円 

 

給料月額

◆降任前

管理監督職

8級18号：443,400円 ◆降任後

管理監督職以外の職

4級93号：381,000円

A基礎給料月額

310,400円

B特定日給料月額

266,700円 職員の受ける給料月額

266,700円

△30％

△30％

給料310,400円

△30％ 管理監督職勤務上限年齢調整額

43,700円

443,400円×70％

381,000円×70％



 

（２）定年前再任用短時間勤務職員の給料月額 

 勤務時間、給与の仕組み等は現行の再任用短時間勤務職員と同様になります。 

 

  例）４級に格付けされ週４日勤務の場合（現在の主査専門員） 

   基準給料月額２７４，６００円×３１時間／３８．７５時間＝２１９，６８０円 

 

（３）暫定再任用職員の給料月額 

  （２）の定年前再任用短時間勤務職員に準じた水準となります。 

 

２ 施行期日  令和５年４月１日 

 

３ その他   令和４年９月定例会に議案提出予定です。 

 

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先 企画部 人事課 給与厚生係 内線２２３３ ４７－１９６１ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



 ８月 ３日 庁議提出案件           資料No.８   
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

               企画部長 氏名 高橋 亮  内線２２００   
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

【 表 題 】 

  太田市職員の退職手当に関する条例の一部改正について 

 

【 目 的 】 

定年引上げに伴い、国家公務員の退職手当に関する措置が講じられることを踏まえ、地

方公務員においても同様の対応をすることを求められていることから、職員の退職手当に

関する条例についても所要の改正を行うものです。 

 

【 概 要 】 

１ 改正内容 

（１）６０歳に達した日以後、その者の非違によることなく退職した者の退職手当の基本

額については、当分の間、退職事由を定年退職として算定します。 

 

（２）６０歳に達した日後の４月１日（特定日）から７割水準の給料月額となる場合も、

管理監督職勤務上限年齢による降任等により給料月額が減額される場合も、ピーク時特例

が適用されます。 

 

参考）退職手当の基本額 

＝特定減額前給料月額(Ａ)×減額日前日までの勤続期間に応じた支給率(ロ)×調整率 

 ＋退職日給料月額(Ｂ)×（退職日までの勤続期間に応じた支給率(イ)－減額日前日 

 までの勤続期間に応じた支給率（ロ））×調整率 

 

特定日
最初の4月1日

※支給率イ及びロについて、勤続年数３５年以上は一定のまま変わりません（現行どおり）

特定減額前給料月額（A)

※特定日前の最も高かった給料月額

退職日給料月額（B)

※退職日の給料月額

勤続期間に

応じた支給率

給料月額

60歳

～65歳

７割水準へ

イ

ロ



 

（３）早期退職募集を実施した場合において、この募集に応募し、認定を受けて退職する

場合の給料月額の割増率は、当分の間、現行制度下で対象とされる年齢と割増率を維持し

ます。（例えば、４５歳で４５％、５５歳で１５％）６０～６４歳の者が応募認定退職す

る場合、給料月額は割増されません。 

  

（４）雇用保険法等の一部を改正する法律（令和４年法律第１２号）による国家公務員退

職手当法の一部改正を踏まえ、本条例第１６条に規定される失業者の退職手当について、

所要の改正を行います。 

①受給資格者が事業を開始した場合等に、当該事業の実施期間を失業等給付の受給期間

に算入しない特例を設けます。  

②附則第１３項に規定される失業等給付に係る経過措置を令和６年度まで継続します。 

 

 ２ 施行期日  令和５年４月１日 

        ただし、（４）の改正は、公布の日または令和４年１０月１日 

 

３ その他   令和４年９月定例会に議案提出予定です。 

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先 企画部 人事課 給与厚生係 内線２２３３ ４７－１９６１ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



 ８月 ３日 庁議提出案件            資料No.９  

●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 企画部長 氏名 高橋 亮 内線 ２２００  
◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

太田市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正について 

 

【 目 的 】 

 令和４年１０月１日の地方公務員等共済組合法の改正に伴い、会計年度任用職員の短期給

付（健康保険）・福祉事業（貯金事業等）部分が、群馬県市町村職員共済組合の適用となり

ます。これに伴って、会計年度任用職員も正規職員と同様に共済貯金や貸付事業を利用する

ことができるようになりますが、月次定額貯金や貸付に係る月々の返済金を給与から控除す

るためには条例に根拠を置く必要があるため、関係条例を改正するものです。 

 

【 概 要 】 

１ 給与からの控除について 

会計年度任用職員も共済貯金や貸付事業を利用することができるよう、本条例第２条に

一般職の給与条例と同様に次の項を追加します。 

４ 法第２５条第２項の規定に基づき、次に掲げるものは、給与の支払をする際会計年

度任用職員の給与から控除することができる。 

⑴ 群馬県市町村職員共済組合に関するもの 

⑵ その他市長において特に必要と認めたもの 

 

２ 施行日 

令和４年１０月１日から施行します。 

 

３ その他 

令和４年９月定例会に議案提出予定です。 

 

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先 企画部 人事課 給与厚生係 内線 ２２３３ ４７－１９６１ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



８月 ３日 庁議提出案件 資料No.10
●内 容 【 1.協議事項 】

○公 開 【 1.可 】

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】

総務部長 氏名 栗原 直樹 内線 ２３００

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

【 表 題 】

太田市議会議員及び太田市長の選挙における選挙運動用自動車の使用等の公営に関する条

例の一部改正について

【 目 的 】

公職選挙法の規定に基づき制定している公職選挙法施行令の一部改正により、国政選挙に

おける選挙運動用自動車等の公営に要する経費に係る限度額が引き上げられたことから、市

議会議員及び市長の選挙においても同様に限度額を引き上げるため、同法の規定に基づき定

めている本条例について、所要の改正を行うものです。

【 概 要 】

１ 改正内容

２ 施行期日

公布の日

３ その他

令和４年９月定例会に議案を提出する予定です。

【 備 考 】

＊ 問い合わせ先 選挙管理委員会事務局 内線3019 ４７－３９８８ ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ

公 費 内 容 改 正 後 改 正 前

自動車の借入日額料金の限度額 16,100円 15,800円

自動車の燃料日額料金の限度額

（選挙運動用自動車を借入した日を除く。）
7,700円 7,560円

ビラ作成単価 7円73銭（1枚） 7円51銭（1枚）

ポスター作成単価

（掲示場が500箇所以下の場合）

541円31銭（1枚）

+ 316,250円

525円6銭（1枚）

+ 310,500円

ポスター作成単価

（掲示場が500箇所を超える場合）

28円35銭（1枚）

+ 586,905円

27円50銭（1枚）

+ 573,030円



８月 ３日 庁議提出案件 資料No.11
●内 容 【 1.協議事項 】

○公 開 【 1.可 】

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】

総務部長 氏名 栗原 直樹 内線 ２３００

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

【 表 題 】

太田市議会議員及び太田市長の選挙における選挙公報の発行に関する条例の一部改正につ

いて

【 目 的 】

公職選挙法の一部改正により、事務の合理化と各世帯への早期配布を目指して選挙公報の

掲載文等を電磁的記録（電子データ）で提出することが可能となったことから、市議会議員

及び市長の選挙においても、選挙公報の掲載文等を電磁的記録（電子データ）で提出するこ

とを可能とするため、同法の規定に基づき定めている本条例について、所要の改正を行うも

のです。

【 概 要 】

１ 改正内容

・第３条の見出しについて、「掲載文の申請」から「掲載文及び写真の申請」に変更。

・第３条第１項の後段に次のように加える。

この場合において、その掲載文及び写真を電磁的記録（電子的方式、磁気的方式そ

の他人の知覚によっては認識することができない方式で作られた記録であって、電子

計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により提出したときは、その掲

載文及び写真を添えることを要しない。

・第３条第２項中「掲載文」の次に「及び写真」を加え、「記載してはならない」を「記

載し、又は記録してはならない。」に改める。

２ 施行期日

公布の日

３ その他

令和４年９月定例会に議案を提出する予定です。

【 備 考 】

＊ 問い合わせ先 選挙管理委員会事務局 内線3019 ４７－３９８８ ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ



８月 ３日 庁議提出案件 資料No.１２
●内 容 【 1.協議事項 】

○公 開 【 1.可 】

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】

市民生活部長 氏名 大谷 健 内線２４００

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

【 表 題 】

損害賠償の額の決定及び和解についての専決処分について

【 目 的 】

公用車の運転中に発生した事故に関し、損害賠償の額を定め、和解することについて、地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により専決処分したことを報

告するものです。

【 概 要 】

１ 公用車の運転中に発生した事故による損害賠償表

※ 事故の詳細については、裏面の図を参照してください。

２ 本件に関し、市と相手方との間には、上表に記載のほか、一切の債権債務関係がないこと

を相互に確認しました。

なお、上記損害賠償表の事故については、今回、物的損害に関してのみです。

３ 損害賠償の支払い

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 一般自動車保険にて対応しました。

４ その他

地方自治法第１８０条第２項の規定により、令和４年８月委員会協議会あてに報告します。

【 備 考 】

＊ 問い合わせ先 市民生活部 交通対策課 公共バス運行管理係 55－4666 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ

専決処分日
損害賠償額

（損害額）

過失

割合
事故概要

1 令和４年７月１１日

乗用車Ａ（全損）

物的損害賠償額

1,150,380円

（1,150,380円）
１０

割

令和４年５月３０日、太田市矢場新町

１１７番地１３付近の県道において、

職員が市営無料バスを運転していたと

ころ、前方不注意により信号待ちで停

車していた乗用車Ａに追突し、当該乗

用車が前方に押し出され、その前方に

停車していた社用車Ｂに衝突し、乗用

車Ａ及び社用車Ｂの所有者である相手

方に損害を与え、並びに相手方が負傷

したものです。

社用車Ｂ

物的損害賠償額

601,667円

（601,667円）



 8月 3日 庁議提出案件           資料No.13   
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

              文化スポーツ部長 氏名 村岡 芳美  内線（TEL）3600   

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

太田市体育施設条例の一部改正について 

 

 

【 目 的 】 

太田体育施設が新たに増えることにより、新たに運用予定の施設を条例に加えるものです。 

また、サブグラウンド跡地に太田市総合体育館を建設しており、サブグラウンドの項目を削

除するため、条例の一部を改正するものです。 

 

 

 

【 概 要 】 

１ 主な改正内容 

 別表第１ 太田体育施設の部に「太田市九合バスケットボールコート 太田市飯塚町１６９

番地」を加える。 

 別表第２ １太田体育施設の表の「エ サブグラウンド」の項目を削る。 

 

 

２ 施行期日  令和４年１０月１日 

 

 

３ その他   令和４年９月定例会に議案を提出する予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

【 備 考 】 

 

＊ 問い合わせ先 文化スポーツ部 スポーツ施設管理課 東地区スポーツ施設係 

         ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ ４５-８１１８ 



８月３日 庁議提出案件 資料No.１４
●内 容 【 1.協議事項 】

○公 開 【 1.可 】

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】

文化スポーツ部長 氏名 村岡 芳美 （TEL）５５－２５５０

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

【 表 題 】 財産の取得について

【 目 的 】 太田市総合体育館の開館に伴い、体育備品一式を整備するものです。

【 概 要 】

１ 取 得 財 産 太田市総合体育館体育備品一式

２ 取 得 方 法 指名競争入札

３ 取得予定価格 ６６，５５０，０００円（消費税込み）

４ 契約の相手方 群馬県太田市飯田町１１１４番地

株式会社マエハラスポーツ施設 代表取締役 前原 昭一郎

５ 購入予定備品

６ 入札指名業者 (株)エイコー社（辞退） (株)グンスポ（辞退）

（９者） (有)サカモトスポーツ (有)スポーツカネコ

スポーツショップバンブ（辞退） (株)塙製作所

(株)マエハラスポーツ施設 (有)三星商会

(有)ヨシカワスポーツ

７ そ の 他 令和４年９月定例会に議案上程の予定です。

【 備 考 】

＊ 問い合わせ先 文化スポーツ部 スポーツ施設管理課 市民体育館建設係

５５－２５５０ ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ

品 名 数 量 品 名 数 量

バスケットゴール ３対 バレーボール得点板 ４台

オルタネイティングポゼション表示器 ３台 ポールバー整理台 ２台

ファール回数表示器 ３対 卓球台 ２０台

システムカウンター ３台 卓球ネット・サポートセット ２０組

ショットクロック ３対 審判用ブース １８台

デジタイマ １台 卓球得点板 １８台

デジタイマ用フロアスタンド １台 卓球用フェンス ４００台

大響ブザー ３台 卓球フェンス運搬車 １０台

バレーボール用支柱 ４組 卓球台カバー ２０枚

支柱カバー ４組 ラージボール用キャップ ２０組

バレーボール用アンテナ ４組 ラージボール用ネット ２０張

６人制バレーボールネット ４張 バドミントン用ネット １６張

バレーボール用ネット（９人制男子） ４張 移動式バドミントン用支柱 １６組

バレーボール用ネット（９人制女子） ４張 バドミントン審判台 １８台

バレーボール審判台 ４台 バドミントン得点板 １６台

線審フラッグ ４組 ソフトバレーボール用ネット １２張

選手交代表示板 １組 テニス支柱 ３組

テンションゲージ １台 硬式テニス用ネット ３張

球技用ネット計測器 ２本 ソフトテニス用ネット ３張



８月３日 庁議提出案件 資料No.１５
●内 容 【 1.協議事項 】

○公 開 【 1.可 】

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】

産業環境部長 氏名 飯塚 史彦 内線２６００

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

【 表 題 】

太田市清掃センター解体撤去工事請負契約締結について

【 目 的 】

太田市清掃センター解体撤去工事にあたり、請負業者を選定し契約を締結するため、議会

に上程するものです。

【 概 要 】

１ 履行名称 太田市清掃センター解体撤去工事

２ 履行場所 太田市細谷町１７１２番ほか地内

３ 契約締結日 議会議決の日

４ 履行期間 議会議決の翌日から令和６年８月３０日

５ 契約方法 条件付一般競争入札

６ 予定価格 １，４６７，０００，０００円（消費税含まない）

７ 落札価格 １，１００，２５０，０００円（消費税含まない）

８ 落 札 率 ７５．００％

９ 契約金額 １，２１０，２７５，０００円

（内消費税額 １１０，０２５，０００円）

10 補 助 金 無 ・ 有 （国／循環型社会形成推進交付金）

（補助率：補助対象経費の１／３）

11 請 負 者 埼玉県さいたま市浦和区常盤７丁目１番２２号

西松建設株式会社さいたま営業所 所長 塩月 知道

12 工事内容 太田市清掃センター解体撤去工事に係る仮設工事一式、

除染工事一式、解体工事一式、処理・処分工事一式、測定調査一式

13 入札参加者 三井住友建設株式会社北関東営業所 河本工業株式会社（辞退）

（１３者） 西松建設株式会社さいたま営業所 株式会社熊谷組首都圏支店

株式会社ピーエス三菱群馬営業所 株式会社鴻池組東京本店

東亜建設工業株式会社東京支店 石川建設株式会社（辞退）

戸田建設株式会社群馬営業所 関東建設工業株式会社

関東建設興業株式会社 株式会社前田産業東京支店

株式会社淺沼組さいたま支店

（注）下線表示をした者は、地方自治法の規定によりくじ引きを行った

入札者である。

14 そ の 他 9月定例会に議案提出予定です。

【 備 考 】

＊ 問い合わせ先 産業環境部 清掃事業課 管理係 ３１－８１５３ ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ



 ８月 ３日 庁議提出案件            資料No.16  

●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

              都市政策部長  氏名 田村 敏哉  内線 ２８００ 

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

太田市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正について 

 

【 目 的 】 

本条例は、建築基準法第６８条の２の規定に基づき地区計画に定められた内容を定めるこ

とにより、地区計画区域内の建築物等の制限を行っているものです。 

只上地区地区計画は令和２年１２月２５日に策定されていますが、多様化する就業需要に

対応しつつ、地区内の良好な工業環境の創出と周辺住環境との調和の両立を図るため、地区

計画の変更に伴い所要の改正を行うものです。 

 

【 概 要 】 

 １ 改正内容（条例別表第２ 只上地区） 

① 区分の設定 

      変更前 地区の区分なし（約９．２ha） 

変更後 Ａ地区：約５．１ha、Ｂ地区：約４．１haに分割 

   ② 建築物等の用途の制限の一部変更 

      変更前 住居系建築物は立地不可 

      変更後 上記のうち、地区内の事業者が福利厚生のために設ける社宅・社員寮 

（一戸建て住宅は除く。）は立地可能とする。（Ａ・Ｂ地区共通） 

   ③ 建築物の高さの制限の変更 

      変更前 全域 ２５ｍ以下       

変更後 Ａ地区：２５ｍ以下、Ｂ地区：１５ｍ以下 

 

２ 施行期日 

令和４年１０月１日 

 

３ その他 

令和４年９月定例会に議案提出する予定です。 

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先 都市政策部都市計画課都市計画係 内線2814 ４７－１８３９ ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



  ８月 ３日 庁議提出案件           資料No.１７     
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

               都市政策部長 氏名 田村 敏哉  内線（TEL）２８００ 

  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

 

  太田市長期優良住宅の普及の促進に関する法律関係手数料条例の一部改正について 

 

 

【 目 的 】 

 

  住宅の質の向上及び円滑な取引環境の整備のための長期優良住宅の普及の促進に関する

法律等の一部を改正する法律が、令和４年１０月１日から施行されることに伴い、太田市

長期優良住宅の普及の促進に関する法律関係手数料条例の一部改正が必要になったため、

所要の改正を行うものです。 

 

 

【 概 要 】 

 

１．改正内容 

    良質な既存住宅について、長期優良住宅として認定する制度が創設されたため改正

するものです。 

 

２．施行期日 

    令和４年１０月１日から施行します。 

 

３．その他 

    令和４年９月定例会に議案提出する予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先 都市政策部 建築指導課 建築行政係 内線２７４１ ４７－１８３７ ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



 ８月 ３日 庁議提出案件            資料No.18  
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

              都市政策部長 氏名 田村 敏哉   内線（TEL）２８００  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

  損害賠償の額の決定及び和解についての専決処分について 

 

【 目 的 】 

  市道において発生した事故に関し、損害賠償の額を定め、和解することについて、地方自 

治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により専決処分したことを報告す

るものです。 

 

【 概 要 】 

１ 市道において発生した事故による損害賠償表 

 
専決処分日 

損害賠償額 

（損害額） 

過失 

割合 
事故概要 

1 令和4年7月15日 
17,513円 

（35,025円） 
5割 

令和4年5月15日、太田市大原町

2043番地7付近の市道において、相

手方が自己の所有する乗用車を運

転中、道路に生じていた陥没部分

を通過したところ、当該乗用車の

左前輪タイヤが損傷したことによ

り、相手方に損害が生じたもので

す。 

2 令和4年7月15日 
56,518円 

（80,740円） 
7割 

令和4年5月18日、太田市市場町

1026番地5付近の市道において、相

手方が自己の所有する乗用車を運

転中、道路に生じていた陥没部分

を通過したところ、当該乗用車の

左前輪タイヤが損傷したことによ

り、相手方に損害が生じたもので

す。 

２ 本件に関し、市と相手方との間には、上表に記載のほか、一切の債権債務関係がないこと 

を相互に確認する。 

３ 損害賠償の支払い 三井住友海上火災保険㈱道路賠償責任保険にて対応します。 

４ その他 地方自治法第１８０条第２項の規定により、令和４年８月委員会協議会あて 

に報告します。 

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先 都市政策部 道路整備課 管理係 内線2711 ４７－１８３５ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



８月３日 庁議提出案件             資料No.19  
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

              都市政策部長 氏名 田村 敏哉  内線（TEL）２８００ 

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

【 表 題 】 

太田市特定公共賃貸住宅条例の一部改正について 

 

【 目 的 】 

  令和４年４月１日に「特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則」の一部が改 

正され、特定優良賃貸住宅の入居資格要件の一つである同居親族の要件について、従来の親 

族（民法上の親族・内縁関係にある者・婚約者）に加え、里子やパートナーシップ宣誓制度 

による同性パートナーも親族に準じて取り扱うことが可能となりました。 

近年の家族の多様化を踏まえた国の方針及び制度改正の趣旨に鑑み、本市においても特定 

公共賃貸住宅の入居資格要件を同様に改正するものです。 

 

【 概 要 】 

１ 主な改正内容 

 ⑴ 入居資格要件の拡大 

   同居する親族について、従来の親族（民法上の親族・内縁関係にある者・婚約者）に加

え、「同居親族に準ずる者」を新たに設け、本条例施行規則の中で、同居親族に準ずる者

の範囲について里子及びパートナーシップ宣誓制度による同性パートナーを規定するよ

う改正します。（第６条第１号） 

 ⑵ 上記⑴の改正に伴い、字句の整理等を行います。（第３条第２号、第６条第３号及び第 

４号、第９条、第２８条） 

 

２ 施行期日 

令和４年１０月１日 

 

３ 経過措置 

 施行日前の入居申込みや同居承認申請に係る入居者の資格要件については、改正前の規定 

によるものとします。 

 

４ その他 

 令和４年９月定例会に議案提出予定です。また、本条例施行規則の改正も併せて行う予定 

です。 

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先 

都市政策部 建築住宅課 住宅政策係 内線 ２７５１ ４７－１８９８ ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



８月３日 庁議提出案件             資料No.20   
●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

                 教育部長 氏名 楢原 明憲  （TEL）20-7080   

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

太田市社会教育総合センター空調設備改修工事請負契約締結について 

 

【 目 的 】 

太田市社会教育総合センター空調設備改修工事請負契約締結にあたり、請負者を選定 

  し契約を締結するため、議会に上程するものです。 

 

【 概 要 】 

１ 履行名称 太田市社会教育総合センター空調設備改修工事 

  ２ 履行場所 太田市熊野町２３番１９地内 

  ３ 契約締結日 議会議決の日 

  ４ 履行期間 議会議決の日の翌日から令和５年３月３１日 

  ５ 契約方法 条件付一般競争入札 

６ 予定価格 １８１，５００，０００円（消費税を含まない） 

  ７ 落札金額 １７８，５００，０００円（消費税を含まない） 

  ８ 落 札 率 ９８．３５％ 

  ９ 契約金額 １９６，３５０，０００円（うち消費税額１７，８５０，０００円） 

  10 補 助 金 無 

  11 請 負 者 太田市下浜田町１１７ 

          株式会社トーカイ 代表取締役 田中 光浩 

  12 工事内容 館内の空調設備改修工事 

          吸収式冷温水発生機 ２基   冷却塔 ２基 

          循環ポンプ ４台   空調機 ７台 

          ファンコイルユニット 一式   パッケージエアコン ５セット 

          既存機器及び配管ダクト撤去 一式   電気配線配管 一式 

          ピアノ庫改修 一式 

  13 入札参加者 春山設備工業㈱  ㈱日研  ㈱トーカイ  ㈱尾島町清掃社 

 ㈱コグレ  小林興業㈱  ㈱グンエイ 

14 そ の 他 令和４年９月定例会に議案提出する予定です。 

 

【 備 考 】 

  ※落札率については、落札金額÷予定価格×１００（小数点第３位四捨五入） 

 

＊ 問い合わせ先  教育部 生涯学習課 管理係 ２２－３４４２ ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



８月３日 庁議提出案件             資料No.２１ 

●内 容 【 1.協議事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

              総務部長 氏名  栗原 直樹  内線２３００ 

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

【 表 題 】 

  令和３年度決算に基づく財政の健全化判断比率等の公表について 

【 目 的 】 

平成１９年６月に制定された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき令和 

３年度決算に基づく健全化判断比率等（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、 

将来負担比率及び公営企業会計に係る資金不足比率）を公表するものです。 

【 概 要 】 

１．令和３年度決算に基づく健全化判断比率等の状況 

     （単位：％） 

区 分 令和３年度 令和２年度 
早期健全化 

基準 
財政再生基準 

① 実質赤字比率 －  －  11.30  20.00  

② 連結実質赤字比率 －  －  16.30  30.00  

③ 実質公債費比率 5.6  5.4  25.0   35.0   

④ 将来負担比率 30.2  45.1  350.0    

 ・実質収支が黒字であるため、①実質赤字比率、②連結実質赤字比率は「なし」です。 

なお、実質黒字の程度は、①6.25％の黒字、②11.16％の黒字 となっています。 

③実質公債費比率の変動要因（3か年平均ベース） 

 公営企業に要する経費の財源とする地方債償還に相当するものの増（悪化要因）、一部事

務組合等の起こした地方債に充てたと認められるものの増（悪化要因）など 

④将来負担比率の減要因 

 充当可能基金の増（改善要因）、地方債現在高の減（改善要因）など 

 

区 分 下水道事業等会計 
太陽光発電事業 

特別会計 
経営健全化基準 

資金不足比率 
Ｒ03 －  －  

20.0  
Ｒ02 －  －  

 ・各会計とも資金不足は発生していないため、資金不足比率は「なし」です。 

※いずれの指標も早期健全化基準及び経営健全化基準を下回る結果となっています。 

 

２．今後の日程 

 本年 9月 市議会報告、市ホームページに掲載し公表、総務省による全自治体の暫定値公表 

同年11月 市広報に掲載し公表、総務省による同上確定値公表 

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先 総務部 財政課 財政係 内線2331  ４７－１８１６ ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



８月 ３日 庁議提出案件 資料No.１
●内 容 【 2.連絡事項 】

○公 開 【 1.可 】

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】

企画部長 氏名 高橋 亮 内線（TEL）2200

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

【 表 題 】 令和４年度「市民満足度アンケート」の結果について

【 目 的 】

太田市マネジメントシステムにおける現状把握の観点から、市民が行政サービスに対して

どう感じているのか、その満足度及び重要度に関する評価を把握し、市民の目線からの行政

サービス改善の基礎資料とします。

【 概 要 】

１．対象者 無作為に抽出した市内在住18歳以上の市民3,000名

２．調査方法 郵送またはインターネットによる

太田市の取り組み24項目に対する満足度・重要度及び総合満足度（いずれも6段階評

価）等について調査票を郵送し、郵送またはインターネットによる回答をお願いし

ました。（インターネットによる回答は今年度から）

３．回答数及び回答率 回答数：1,450件（前年度1,218件）、

うちインターネットによる回答236件

回答率：48.3％ （前年度40.6％）

４．結果の概要

【総合満足度について】

太田市の取り組み全体に対する総合満足度は4.109となり、前年度の4.055より

0.054ポイント上昇し、高い水準で推移しています。

【満足度・重要度について】

項目ごとの満足度の平均値は3.900、重要度の平均値は4.635となりました。なお、

満足度及び重要度の上位３項目については、次のとおりです。

５．今後のスケジュール

・ 8月9日 総務企画委員会協議会へ報告

・ 8月下旬 市民満足度アンケート調査結果に関する意向調査を実施

・10月上旬 市のホームページに公開

【 備 考 】

問い合わせ先 企画部 企画政策課 企画政策係 内線 2293 47-1892 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ

満足度 重要度

１位 水道水の提供 4.444 水道水の提供 5.125

２位 健康増進と医療費補助 4.249 安全・安心なまちづくり 5.013

３位 児童福祉の推進 4.183 健康増進と医療費補助 5.009



８ 月 ３ 日 庁議提出案件               資料No.２  

●内 容 【  2.連絡事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

                 総務部長  氏名 栗原 直樹  内線２３００ 

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

【 表 題 】 

 令和３年度における太田市情報公開条例及び太田市個人情報保護条例の運用状況の報告に

ついて 

【 目 的 】 

 太田市情報公開条例第１８条および太田市個人情報保護条例第２７条の規定に基づき、毎年

１回、運用状況を取りまとめ、公表するものです。 

【 概 要 】 

１ 内容 

令和３年度における両条例の運用状況を取りまとめたものです。 

２ 運用状況 

⑴ 太田市情報公開条例に基づく開示請求・開示決定等実績       （単位：件） 

請求件数 
開示決定等

件数 

（ 内  訳 ） 

開示 部分開示 不開示 
※１ 

任意的開示 

開示 部分開示 不開示 
※２ 

1100 1100 693 41 40 176 126 24 

任意的開示：市民、市内に在勤・在学する人以外からの開示請求 

※１ 文書不存在 ４０件 

 ※２ 文書不存在 ２３件 

情報公開条例第６条第１号（法令秘に関する情報）に該当のため不開示 １件 

◇ 審査請求 ０件 

 

⑵ 太田市個人情報保護条例に基づく開示請求・開示決定等実績     （単位：件） 

請求件数 
開示決定等

件数 

（ 内  訳 ） 

開示 部分開示 不開示※３ 

163 163 86 71 6 

 ※３ 文書不存在 ６件 

◇ 審査請求 ０件 

 

 ⑶ 個人情報取扱事務の届出件数（カッコ内：特定個人情報取扱事務件数） 

   ７８９件（１０５件） 
 
３ その他 

７月１５日の太田市情報公開及び個人情報保護審査会に報告済。総務企画委員会協議会に

報告後、太田市広報８月１５日号及び市ホームページに掲載します。 
 
【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先  総務部 総務課 総務係 内線２３１１ ４７－１８１５ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



８月３日 庁議提出案件             資料No.３ 

●内 容 【 2.連絡事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 1.庁議後 】 

 

              総務部長 氏名 栗原 直樹  内線（TEL）２３００  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

 令和４年度太田市一般会計補正予算（第４号）についての専決処分について 

 

【 目 的 】 

デジタル地域通貨事業におけるプレミアム付与率変更（30％⇒50％）と対象人数の増加

（34,000人⇒40,000人）に伴う経費の増額及び燃料価格・材料価格高騰の影響を受けている

中小企業を支援するための原油価格・物価高騰経営対策支援金事業にかかる経費を予算計上

し、本年度一般会計補正予算（第４号）を専決処分したことについて報告するものです。 

 

【 概 要 】 

 １ 補正額 565,348千円  補正後予算額 90,634,547千円 

 

  【歳入】＊すべて特定財源で一般財源の追加なし 

   15款2項1目 

    新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 445,348千円 

21款6項6目 

    デジタル地域通貨売上収入 120,000千円 

  【歳出】 

7款1項2目 商業振興対策事業 

    デジタル地域通貨事業 328,708千円 

    ※デジタル地域通貨取扱事業者交付金 316,000千円 

     事務費（取扱手数料・事業委託料） 12,708千円 

7款1項3目 産業振興対策事業 

    原油価格・物価高騰経営対策支援金事業 236,640千円 

    ※原油価格・物価高騰経営対策支援金 233,000千円 

     事務費（消耗品費・業務委託料） 3,640千円 

 

 ２ 専決処分日（補正予算配当日）  令和４年７月２７日 

 

 ３ 根拠法令 

  ・地方自治法第179条第1項 

   

 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先   総務部 財政課 財政係 内線 ２３３１ ４７－１８１６ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



８月 ３日 庁議提出案件 資料No.５
●内 容 【 2.連絡事項 】

○公 開 【 1.可 】

○公開時期【 2.委員会協議会後 】

総務部長 氏名 栗原 直樹 内線２３００

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

【 表 題 】

一般競争入札又は利活用提案型による市有地売払いの報告について

【 目 的 】

７月に実施した一般競争入札又は利活用提案型による市有地売払いについて、結果を報告

するものです。

【 概 要 】

１ 売払い物件

（１）一般競争入札によるもの

（２）利活用提案型によるもの

２ 実施結果

一般競争入札においては、物件番号１について２者、物件番号３について１者から入札

参加申込みがありましたが、入札前辞退となり、全物件とも応札はありませんでした。

利活用提案型においては、２者から参加申込み及び利活用提案書の提出がありました

が、審査の結果、いずれの提案も不採択となりました。

３ その他

一般競争入札における不調物件については、８月１日より先着順で購入希望者に対して

随時売払いを実施しています。

【 備 考 】

問い合わせ先 総務部 管財課 管財係 内線 2383 47-1822 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ

物件番号 所在 地目 登記面積（㎡） 最低売却価格（円）

１ 亀岡町346-1、347-1 雑種地 2,358.00 9,299,000

２ 鳥山町897-4、905-5 宅地ほか 569.38 9,259,000

３ 只上町321-4 宅地 396.05 6,074,000

物件番号 所在 地目 登記面積（㎡） 最低売却価格（円）

利-１ 鶴生田町733-99ほか2筆 宅地 14,909.87 274,366,000



８月 ３日 庁議提出案件            資料 No.６ 

●内 容 【 2.連絡事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

              総務部長 氏名 栗原 直樹  内線（TEL）２３００ 

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

 

   令和３年度施工 太田市請負優良工事等表彰の決定について 

 

【 目 的 】 

 

   太田市が発注した建設工事のうち、他の模範となる優れた工事を施工した受注者及び 

主任技術者並びに監理技術者を表彰することにより、公共工事の品質の確保及び請負業 

者の技術力、施工能力の向上に寄与することを目的とするものです。 

 

 

【 概 要 】 

 

   表彰の内訳 

     １ 優良工事         １４件 

         土木工事関係      ５件 

         建築工事関係      ６件 

         その他工事関係     ３件 

 

     ２ 優良主任技術者      １２名 

       優良監理技術者       ２名 

 

 

 

【 備 考 】 

 

優良工事等表彰式 

日  時     令和４年１０月６日（木） 

          午後１時３０分より 

場  所     九合行政センター 

 

 

＊ 問い合わせ先 総務部 契約検査課 検査係 内線２３４２ ４７－１８５９ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



 ８ 月 ３ 日 庁議提出案件           資料No.７ 

●内 容 【 2.連絡事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

             文化スポーツ部長 氏名 村岡 芳美（内線 3600） 

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

【 表 題 】 

２０２２
ニーゼ ロニニ

太田スポーツ・レクリエーション祭開催について 

【 目 的 】 

   今回で第２７回目を迎える太田スポレク祭ですが、過去２年間新型コロナウイルス感染

症拡大の影響により中止となりましたが、今年度は感染対策を講じ、太田市総合体育館建

設中のため限られたスペースの中で、生涯スポーツの一大イベントとして、子どもから高

齢者に至るまでスポーツを通して賑いを創出し、地域の活性化、交流促進を図り、スポー

ツによる持続可能なまちづくりを推進します。 

【 概 要 】 

  １．期 日：令和４年１０月２２日（土）・２３日（日） 

        オープニング セレモニー ２２日（土）午前９時 中央広場 

  ２．会 場：太田市運動公園全施設 

  ３．主 催：太田市、(一財)太田市文化スポーツ振興財団、太田市スポーツ協会 

  ４．主 管：２０２２太田スポレク祭実行委員会 

  ５．後 援：太田市教育委員会、太田市議会、太田市医師会、太田商工会議所、 

太田市スポーツ振興後援会、上毛新聞社、群馬テレビ、エフエム太郎、 

群馬東部よみうり新聞社 

６．協 賛：㈱ＳＵＢＡＲＵ、スバル地域交流会、パナソニック㈱、㈱パナソニックホー

ムズ北関東、イオンモール太田、富士スバル㈱、日本マクドナルド㈱、 

      群馬プロバスケットボールコミッション 

  ７．主なイベント 

〔２２日(土)〕 ①ザスパクサツ群馬恩返しプロジェクト 

②Ｂ１リーグ 公式戦 群馬クレインサンダーズ戦 

③市内高校野球交流戦 予選３試合 

④チャレンジ・ザ・スポーツ 

⑤菊地凌之輔 空手 演舞 

⑥ねぷた運行 

〔２３日(日)〕 ⑦２０２２上州太田スバルマラソン 

⑧パナソニック地区対抗綱引き大会（予選・決勝） 

⑨Ｂ１リーグ 公式戦 群馬クレインサンダーズ戦 

⑩市内高校野球交流戦 決勝戦含む３試合 

⑪イオンモール太田こどもスポーツフェスティバル 

〔 両  日 〕 緑化祭、交流都市物産市、国際交流広場、福祉ふれあいマルシェ 

各種ステージイベント、キャラクターショーなど 

※日程は裏面プログラムのとおりです 

【 備 考 】 

問い合わせ先 文化スポーツ部 スポーツ振興課 スポーツ係 外線４５－８１１８ 



８月 ３日 庁議提出案件 資料No.９
●内 容 【 2.連絡事項 】

○公 開 【 1.可 】

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】

福祉こども部長 氏名 冨岡 和正 内線（TEL）２５００

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇

【 表 題 】

太田市戦没者等追悼式について

【 目 的 】

先の大戦において多数の市民が戦死し、また、空襲により多くの市民が犠牲となりました。

終戦７７年を迎え、犠牲者に対して、市民を挙げて追悼の意を捧げるとともに、悲しみの歴

史を二度と繰り返すことのないよう、世界の恒久平和の確立を祈念するため、太田市戦没者

等追悼式を実施するものです。

【 概 要 】

１ 日 時 令和４年１０月１日（土） 午前１０時 開会

２ 場 所 太田市新田文化会館（エアリスホール）

３ 主 催 太田市

４ 式典方式 無宗教・献花方式

５ 参 加 者 来賓（県知事、市議会議員、区長他）

太田市遺族会

太田市老人クラブ連合会

太田市民生児童委員協議会

太田地区更生保護女性会

市長他（各部長以上）

合計１２９名

６ 受 付 １階ロビー

７ 戦没者等人数 ３，０２６名

８ そ の 他 広報おおた９月１日号に追悼式開催を掲載予定

【 備 考 】

＊ 問い合わせ先 福祉こども部 社会支援課 管理係 内線 ２５２１



 ８月 ３日 庁議提出案件              資料No.10  
●内 容 【2.連絡事項 】 

○公 開 【1.可】 

○公開時期【2.委員会・委員会協議会後】 

 

               福祉こども部長 氏名 冨岡和正 内線（TEL）2500  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

 令和４年度 敬老コンサートの開催について 

 

【 目 的 】 

  市内在住の６５歳以上の高齢者を対象に、懐かしの昭和歌謡コンサートを開催して 

長寿をお祝いするとともに、敬老の意を表することを目的とする。 

 

【 概 要 】 

  １ 開催日時  ① ９月１８日（日）午前１０時～正午 対象：太田・韮川地区 

１８日（日）午後 ２時～４時 対象：九合・強戸・休泊地区 

         ９月１９日（月）午前１０時～正午 対象：沢野・毛里田地区 

           １９日（月）午後 ２時～４時 対象：鳥之郷・宝泉地区 

②１０月１５日（土）午前１０時～正午 対象：尾島・生品地区 

           １５日（土）午後 ２時～４時 対象：木崎・綿打地区 

        １０月１６日（日）午前１０時～正午 対象：藪塚東部・西部地区 

２ 会  場  ①太田市民会館 ②新田文化会館エアリス 

  ３ 主  催  太田市・太田市社会福祉協議会 

  ４ 対 象 者  ６５歳以上の高齢者  

  ５ 出 演 者  ①９月１８日：木山裕策、歌声カルテット・１９日：歌声カルテット 

         ②１０月１５日：木山裕策・１６日：歌声カルテット 

  ６ 募集人数  太田市民会館：各回７５０名 新田文化会館エアリス：各回５００名 

７ 入 場 料  無料 

  ８ 申込方法  ①９月開催は８月１７日（水）から対象地区の行政センターで配付。 

②１０月開催は９月１４日（水）から対象地区の行政センターで配付。 

  ９ そ の 他  広報おおた８月１５日号や８月発行の行政センターだよりで周知。 

対象地区の行政センターから会場へ送迎バスを運行。 

          各公演開始１５分間は、太田芸術学校附属劇団松ぼっくりによる特殊 

詐欺防止の演劇を上演。新型コロナの感染状況により中止の場合あり。 

 

【 備 考 】 

 

＊ 問合せ先 福祉こども部 長寿あんしん課 いきがい推進係 内線 ２５４１ 

４７－１８２９ ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



８月３日 庁議提出案件             資料No.11  
●内 容 【 2.連絡事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

              健康医療部長 氏名 大澤 美和子  内線（TEL）３４００  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】  

 一般財団法人太田市健診センター令和３年度決算状況について 

 

【 目 的 】 

 本市が出資する一般財団法人太田市健診センターについて、その出資及び経営等の状況を

報告するものです。 

 

【 概 要 】 

１ 資本金総額         １,５７７万円 

    本市出捐金（出資金）額   １,０７７万円 （比率６８.３％） 

 

２ 令和３年度（令和３年４月１日から令和４年３月３１日）経営状況 

（１）事業概要 

「健康増進法」や「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づき、生活習慣病の予

防や疾病の早期発見、早期治療等に関する事業を行い、地域住民の健康増進に寄与す

ることを目的とする。 

 

（２）決算概況 

   財務諸表 貸借対照表 

 資産合計 １５９,９４０千円 

 負債合計 ５１,６３７千円 

 正味財産合計        １０８,３０３千円 

 

          正味財産増減計算書 

 税引前当期一般正味財産増減額  ４，６８６千円 

 当期一般正味財産増減額     ３，２８６千円 

 

  詳細は、別紙（令和３年度実績報告書）のとおり 

 

【 備 考 】 

  

＊ 問い合わせ先  健康医療部 健康づくり課 管理係 外線４６－５１１５    



 

                                       

 ８月 ３日 庁議提出案件           資料No.12  

●内 容 【 2.連絡事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

 

              産業環境部長 氏名 飯塚 史彦   内線（TEL）２６００             

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

【 表 題 】 

プレミアム付きデジタル金券発行事業について 

 

【 目 的 】 

新型コロナウイルス感染症対策として、新しい生活様式におけるキャッシュレス化の

推進を図るため、また新型コロナウイルス感染症の影響で売上が減少している市内店舗

を支援するためにプレミアム付きデジタル金券を発行するものです。 

 

【 概 要 】 

１ 予 算 総 額  １２億６，７７１万９，０００円 

（６月補正予算額）９億３，９０１万１，０００円 

           （７月専決予算額）３億２，８７０万８，０００円 

２ プレミアム原資  ４億円 

３ プレミアム率  ５０％ 

４ 購 入 金 額  ２０，０００円 

５ プレミアム額  １０，０００円（購入可能人数：４０，０００人） 

６ 使 用 期 間  令和４年１０月１日（土）から令和５年１月３１日（火）まで 

 ７ 周 知 方 法  広報おおた９月１日号及び太田市ホームページ等に掲載 

 ８ 申込方法等  以下の①、②どちらかによる 

① スマホをお持ちの方：スマホアプリへのチャージタイプ 

   〇対 象 者  申込開始時(9/1)１８歳以上の市民（一人１回チャージ限り） 

〇申 込 方 法  アプリ上の申込フォームより申請 

〇申 込 期 間  令和４年９月１日（木）から２０日（火）まで 

〇チャージ期間  令和４年１０月１日（土）から３１日（月）まで 

〇チャージ場所  指定チャージ場所（調整中） 

② スマホを持たない方：カードへのチャージタイプ 

〇対 象 者  申込開始時(9/1)６５歳以上の市民（一人１枚 限り） 

〇販 売 数 量  ２，５００枚（１枚購入金額 ２万円のみ） 

〇申 込 方 法  往復はがきに必要事項を記入して申込 

〇申 込 期 間  令和４年９月１日（木）から２０日（火）まで（消印有効） 

〇購入期間等  令和４年１０月１日（土）・２日（日）・８日（土）・９日

（日）の４日間は、市役所南庁舎で販売 

   上記以外の平日は、産業政策課にて10月31日(月)まで販売 

 ９ そ の 他  申込結果、予算を超えた場合は抽選とし、結果を通知します 

【 備 考 】 

＊ 問い合わせ先 産業環境部 産業政策課 商業係 内線2641 47－1834 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



 ８月 ３日 庁議提出案件            資料No.13  

●内 容 【 2.連絡事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

 

               産業環境部長 氏名 飯塚 史彦   内線（TEL）２６００ 

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

キャッシュレス決済機器等導入助成金事業について 

 

【 目 的 】 

新型コロナウイルス感染症対策として、新しい生活様式におけるキャッシュレス化の推

進を図るため、キャッシュレス決済に対応した機器等の導入に対し助成するものです。 

 

【 概 要 】 

１ 予 算 額  ３０，０００千円 

２ 助 成 額  消費税を除く対象経費の総額とし、限度額１０万円（１店舗につき１回） 

        （但し、1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額） 

３ 対  象  小規模・中小企業者で、対面による販売またはサービスを提供する来店型

の店舗（キッチンカー、移動販売車等も対象とする） 

４ 助成要件   ・事業者は令和４年４月１日から引き続き太田市で事業実績があること 

（市外住民登録者も可） 

        ・事業者本人とその家族に市税等の滞納がないこと 

・法人の場合は法人市民税の滞納がないこと 

５ 対象経費    ・キャッシュレス決済端末及び本体（機器増設含む）、暗証番号入力用 

キーパッド、電子マネー決済用非接触リーダライタ、バーコードリー 

ダー、レシートプリンタ、その他キャッシュレス決済関連機器 

         ・パソコン、タブレット、スマートフォン（店舗用限定） 

        ・ネットワーク接続機器（Ｗｉ-Ｆｉルーター等）及び設置費用 

        ※太田市デジタル金券に対応する機器は、ＱＲコードが読み取れるもの 

６ 対象期間等  令和４年４月１日から令和５年１月３１日までに購入、設置したもので、 

       国、県及び他の市補助金の申請をしていないもの 

７ 申請期間  令和４年９月１日（木）から 令和５年１月３１日（火）まで 

８ 申請方法  窓口申請 

９ 周知方法  広報おおた８月１５日号及び太田市ホームページ等に掲載 

 

 

 

【 備 考 】 

＊  問い合わせ先 産業環境部 産業政策課 商業係 内線2641 47－1834 ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



 ８月 ３日 庁議提出案件            資料No.14  

●内 容 【 2.連絡事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

 

               産業環境部長 氏名 飯塚 史彦   内線（TEL）２６００ 

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

原油価格・物価高騰経営対策支援金について 

 

【 目 的 】 

新型コロナウイルス感染症等の影響で、多くの事業者が材料価格・燃料価格高騰による 

あおりを受けているなか、材料価格等の高騰に起因するコスト増がありながら、十分に価 

格転嫁できないために収益が悪化するなど、特に影響が大きい業種を営む中小企業を支援 

するものです。 

 

【 概 要 】 

１ 支援総額  ２億３,３００万円 

２ 対象業種  主たる事業が、製造業、道路貨物運送業、建設業のいずれか 

            ※主たる事業とは 

           直近の決算期において売上高または売上総利益（粗利益）の割合が

最も多い業 

３ 支 援 額  業種により３０万円または２０万円（１法人につき１回限り） 

日本標準産業分類より 

              道路貨物運送業 ⇒ ３０万円 

              製造業、建設業 ⇒ ２０万円 

４ 支援要件  ・令和３年７月１日以前から事業を継続していること 

・市内に本社を置き、事業収入を得ていること 

・法人税法の中小企業（※資本金１億円以下の法人）であること 

・売上高または売上総利益（粗利益）が１０％以上減少または売上原価が

１０％以上増加していること 

           ・市税の滞納がないこと 

・予算の範囲内 

５ 申請期間  令和４年９月１日（木）から１０月７日（金）まで 

６ 申請方法  郵送申請 

７ 周知方法  広報おおた９月１日号及び太田市ホームページ等に掲載 

 

 

 

【 備 考 】 

※ 問い合わせ先  産業環境部 産業政策課 工業振興係 内線2644 47-1834ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 



   ８月  ３日 庁議提出案件          資料No.１５  
●内 容 【 2.連絡事項 】 

○公 開 【 1.可 】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

               教育部長 氏名 楢原 明憲 （TEL）20-7080  

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

  令和３年度事業対象太田市教育委員会の点検・評価報告書について 

 

 

【 目 的 】 

教育委員会は、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基づき、毎年、その権限

に属する事務の管理及び執行状況について点検・評価を行い、その結果に関する報告書を作

成し、議会に提出するとともに公表することが義務付けられています。 

そこで、太田市教育行政方針に基づき実施した施策について、教育委員会自らが評価を行

い、透明性を確保するため学識経験者の意見を付し、市民への説明責任を果たすため報告す

るものです。 

 

 

【 概 要 】 

１．点検・評価の方法 

令和３年度太田市教育行政方針に基づき、各課の主な課題を明らかにし、その取組状

況及び成果について施策評価を行いました。 

 

２．事務事業評価委員              （敬称略） 

氏 名 経 歴 等 

木村 孝 弁護士 

大澤 範之 元中学校長 

 

３．点検・評価報告書 

    令和３年度事業対象太田市教育委員会の点検・評価報告書は、別添のとおり 

 

 

 

 

 

【 備 考 】 

 

＊ 問い合わせ先   教育部 教育総務課 総務係 ２０－７０８０ ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 

 



８月 ３日 庁議提出案件            資料No.16  
●内 容 【 2.連絡事項 】 

○公 開 【 1.可   】 

○公開時期【 2.委員会・委員会協議会後 】 

 

               教育部長 氏名 楢原 明憲    内線（TEL）１３０１   

◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 

 

【 表 題 】 

  中学校学齢生徒の学校給食費無料化事業等について 

 

 

 

【 目 的 】 

  太田市子育て支援条例に基づく施策として、子育てにおける保護者の経済的負担軽減を図 

 るため、現在第2子以降の学校給食費全額助成を行っておりますが、昨今の新型コロナウイ 

ルスの感染拡大や物価の高騰による経済状況の悪化に対応するため、更なる子育て支援の充 

実を図ることを目的に令和４年１０月から中学校学齢生徒（学校教育法に基づく学齢生徒） 

の給食費を無料化するものです。また、併せて、第２子以降学校給食費助成事業の受給資格 

要件を緩和するものです。 

 

 

 

 

【 概 要 】 

〇中学校学齢生徒の学校給食費無料化事業 

  １ 実施内容  中学校学齢生徒の学校給食費を無料とするもの 

  ２ 実施時期  令和４年１０月１日 

  ３ その他   太田市学校給食費納入金徴収規則の一部改正予定 

 

 〇第２子以降学校給食費助成事業の受給資格要件の緩和 

  １ 緩和内容  「市税等、幼稚園又は保育料及び小学校、中学校又は義務教育学校の 

給食費を滞納していないこと」を受給資格要件から外すもの 

  ２ 実施時期  令和４年１０月１日 

  ３ その他   太田市子育て支援対策学校給食費助成金交付規則の一部改正予定 

 

 

 

 

【 備 考 】 

 

＊ 問い合わせ先  教育部 学校施設管理課 学校給食係   ２０－７０８６ ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ 


